
1．背景と目的

� 背 景

このところ，地域社会のために活動する主体が

多様化してきている。例えば，商品やサービスを

有料あるいは無償で提供する事業型NPOもあれ

ば，会社方式によって社会的課題に取り組む社会

貢献型の企業も存在する。ビジネス手法を下に社

会的課題の解決に取り組む社会的企業（Social

Enterprise）や企業の社会的責任（CSR：Corpo-

rationSocialResponsibility）というコンセプ

トも注目されている（1）。

自治体においても主体の多様化を受けて，町内

会・自治会とNPOとの積極的な連携を進めてい

るケースも見受けられる。例えば，京都市や仙台

市である（2）。さらには，自治基本条例の中に町内

会・自治会あるいはコミュニティ，NPOを地域

主体として明確に位置づけ，その活動に対して何

らかの支援を用意する自治体も増えてきている（3）。

また，自治体の施策とは別に町内会・自治会が独

自にNPO等との連携に取り組み，地域自治活動

を行う例もある。本稿で対象とする狭山市にある

新狭山ハイツ自治会や，鎌倉市末広町町内会など

は，外部のNPOとの連携ではなく，町内会・自

治会が自らNPOを立ち上げ，自治活動の一部を

補完する仕組みとしてNPOを導入している（4）。

経済産業省の調査（2008）によれば，ソーシャ

ル・ビジネス（SocialBusiness：以下，SB）の

事業者数が8,000で市場規模が2,400億円，雇用

者数が3.2万人と算出されている（5）。その主な事

業分野としては，「地域の活性化・まちづくり」

（60.7％），次いで「保健・医療・福祉」（24.5％），

「教育・人材育成」（23.0％）となっている（6）。組

織形態ではNPO法人がほぼ5割を占め，社会的

企業の中核を担っており，その他株式会社，個人

事業主，組合の順となっている。この点からすれ

ば，NPO＝社会的企業ないし社会的事業という

構図で認知されてきていると言えるだろう。

コミュニティ活動＝地域の問題解決活動におい

て，新たな地域の活動主体として社会的企業や事

業型NPOなどが登場し，主体の多様化が進展し

てきている背景には，これまでコミュニティ活動

の中核であった町内会・自治会の機能不全がある。

町内会・自治会は，最も身近な住民自治組織であ

り，地域問題に対し組織的に防災・防犯，福祉や

教育，環境といった問題を解決すると同時に，行

政連絡業務や広報活動，日頃からの親睦と交流な

どの自主的な活動を通し，コミュニティの維持を

図ってきている（7）。阪神・淡路大震災，そして東

日本大震災においては，行政の救助活動の限界が

明らかになり，ほとんどの救助活動が地域住民の

手によって行われたケースも目立った。また，奄

美大島の豪雨災害，北陸の豪雪災害では，地域住

民同士の助け合いによって，安否の確認や水，食

料の確保，病人発生時の搬送等が行われるなど，

共助において町内会・自治会等の住民自治組織の

重要性が改めて認識させられた。

しかし，一方では，町内会・自治会の活動に関

心を持たない住民・世帯が増えており，日常の活

動に苦労している町内会・自治会も少なくないの

が実態である。併せて，既存の構成メンバーの高
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齢化，加入者の減少が進んでいる。特にアパート，

マンションなどの集合住宅を抱える地域において

加入者の減少傾向がより一層強い。町内会・自治

会活動の衰退は地域コミュニティの弱体化や災害，

環境保全などへの対応力の低下を意味することを

再認識する必要があろう。

� 目 的

そこで，本稿では，まずコミュニティの問題解

決能力を向上させる仕組みとして，すなわちコミュ

ニティ活動が「自由に集まり自主的かつ主体的に

行う住民自治活動」（8）へと変革する上での社会的

企業導入の現実的効用を，埼玉県狭山市堀兼地区

にある新狭山ハイツ（9）の事例分析を通して明ら

かにする。次いで，その現実的な効用を下敷きに

今後のコミュニティ自治の在り方の一つとして，

町内会・自治会等の住民自治組織と社会的企業と

の連携による「柔らかなコミュニティ政府の形成」

を提言したい。

2．社会的企業とその要素

� 社会的包摂と社会的排除

社会的課題を解決すべく登場した社会的企業の

出現の背景には，ヨーロッパとアメリカの二つの

流れがある。そこでまず，ここでは前者について

みていきたい。ヨーロッパにおいて，社会的企業

が誕生した背景には大きくみて二つある。一つが，

家族や地域社会，企業など，人々が支え合う「共

助」の考え，すなわち「社会的包摂」（SocialIn-

clusion）の概念が浸透していることが基盤とし

てある（10）。それが政策分野に取り入れられるこ

とによって一層深まり，文化として定着してきた

経緯がある。もう一つが，概して，EUの市場経

済は，社会政策を含めた経済モデル，いわゆる社

会的経済（SocialEconomy：「協働経済」や，

「もう一つの市場経済」とも言われる）を基本と

していることである。

こうした土壌は社会的企業の創出を容易にはす

るものの，社会的企業そのものの必要性を直ちに

意味する訳ではない。その点で，社会的企業の必

要性を決定づけているのが，社会的包摂の対極に

ある「社会的排除」（SocialExclusion）という

考え方である。社会的排除とは，貧困，教育の機

会や基本的能力の欠如，差別のために社会に参加

することができないことで，社会の周縁に個人が

追いやられてしまう過程であり，社会・コミュニ

ティの活動のみならず，雇用・収入・教育機会が

得られなくなっていくことである（11）。社会的排

除の具体的な問題には，個人または地域に発生す

る失業，低熟練，低所得，劣悪な住宅，犯罪発生

率の高い環境，健康状態の悪さ，家庭崩壊などが

あり，対象範囲は広い。これに対して，社会的企

業の果たす役割は特定分野に限定される傾向が強

い。わが国においても近年，こうした問題が注目

されているが，ヨーロッパでは1980年代から社

会問題となり，重要な政策課題となっている。

むろん，社会的企業が生まれた背景は国によっ

て微妙に異なる。例えば，イギリスでは，チャリ

ティ文化や地域重視の考えが社会の下地にあり，

社会的企業や社会的企業家が生まれやすい社会的

土壌があると言われている（12）。そのため，国や

自治体の政策に連動して社会的企業が生まれ易い

傾向にある。そこに，雇用・失業といった非常に

深刻な社会問題が発生したことで，その解決策と

して一気に注目されてきた。

こうした社会的企業が生まれた背景について，

塚本（2008）は二つ挙げている（13）。第 1が，排

除された状態から社会的に統合していこうという，

社会的包摂への流れがあるという。例えば，イギ

リスでは，少数民族や障害者，刑務所出所者など

が労働市場から排除される傾向にあり，また何か

しらの理由により社会的な繋がりから排除される

人々が生まれ，深刻な地域がある。こうした人々

を，職業訓練や雇用へ繋げることが重要な政策課

題となるが，従来のNPOでは雇用を生み出す力

はない。そこで，企業家精神を持って事業を継続

的・持続的に行い，雇用を生み出す担い手として

非営利の新しいモデルが要請された訳である。

第2が，公共サービスの質の向上という流れで

ある。多くの国で民営化が進展し，NPOも公共

サービスの担い手として重要な位置を占めるよう
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になってきている。そうした中で，より持続的に

質の高い公共サービスを提供していく上で，

NPOのエンパワーメントが求められる一方で，

より高い持続性を持つ社会的企業に期待が高まっ

ているのである。

以上を簡単にまとめるならば，現代の社会問題

の説明概念として社会的排除を位置づけ，その延

長線上の排除克服の具体的な枠組みとして社会的

企業が設定されている。能動的な市民の役割を強

調する今日において，排除克服のツールとなるこ

とが期待されているのである。そして，社会的排

除の定義でわかる通り，経済的次元を超えた多次

元的な角度から社会問題を捉える視点を提示して

いる。つまり，「社会の中の個人」の問題として

だけではなく，「社会そのもの」を問題として問

うところに特徴がある（14）。

一方，社会的包摂は，社会的排除を克服するた

めの説明概念であり，具体的な担い手が市民社会

組織であるNPOや社会的企業である。これらの

市民社会組織の役割を明確化・具体化される過程

において，NPOや社会的企業は公共サービス提

供の重要なパートナーとして制度的に位置づけら

れている。この場合，公的保障の後退と連動しな

がら，経済的次元の問題を社会的次元で調整する

概念装置として社会的排除が利用される危険性も

否定できない（15）。それゆえ，排除克服の主体と

してのNPOや社会的企業の役割と可能性は，そ

れら組織の内在的矛盾や限界を乗り越える主体的・

実践的理論として構想されるべきだろう（16）。

� 地域活性化

アメリカにおいては，ヨーロッパの社会的企業

の果たす役割の大半を，伝統的に非政府組織

（NGO）が担ってきている。市場経済を前提とす

る経済活動と公共サービスを提供する政府活動の

二つのセクター以外に，市民主導のセクターとし

て非政府組織が存在する。前二者では十分対応し

きれない，貧困・人権・環境・難民等の社会的課

題に独自の活動主体として実績を上げてきている。

そこに，近年では社会的企業に関心が高まってい

る。

急激な関心の高まりの背景には，1990年代初

めハーバード大学ビジネススクールにおける社会

的企業に関する教育プログラムの導入がある。

1993年には，SocialEnterpriseInitiative（以

下，SEI）という組織が設けられ，具体的な活動

が展開され始めた（17）。社会的企業が有名大学で

講義されるようになり，社会的企業は一躍，脚光

を浴びることになったのである。その根底には，

単に，ビジネス上の成功を追求するのみではなく，

法律上の，組織形態はどうであれ，人々に質の良

い公共サービスを提供する社会的使命を持つ組織

としての社会的企業というコンセプトの下でプロ

グラムやSEIの活動が展開されたのである。

もともとアメリカでは，非政府組織のマネジメ

ント研究が行われており，その中心は，社会イノ

ベーションをもたらす「起業家」にあった。その

研究の始まりは1980年代の事例研究にあるとい

われているが，ヨーロッパと同じく，より質の良

い公共サービスを提供する使命を持つ社会的組織

が社会的企業として想定されている。しかし，ヨー

ロッパと若干異なることは，伝統的な慈善組織で

あれ，営利を追求する株式会社組織であれ，社会

的目的を持つのであれば，社会的企業とみなす点

である。社会的目的を達成する組織とは，伝統的

には営利目的の企業と政府以外の領域の組織であ

り，慈善組織（charity），非営利組織（nonprof-

it），利益追求ではない組織（notforprofit），

第三セクター等である（18）。つまり，アメリカの

社会的企業は，「一般企業と慈善型 NPOのハイ

ブリッド」として位置づけられる（19）。また，市

場志向の下で社会目的の達成を考えるため，ヨー

ロッパに比べてその範囲は極めて広く曖昧である。

ビジネスの世界ではその対象から漏れた隙間の

部分，つまり，公共性・社会性の高い分野は，そ

もそも利潤・利益を追求することが容易ではない。

これが社会的企業の活動対象となるが，この分野

を社会的起業家によって社会イノベーションを起

し，地域の活性化を図ろうとするところに特徴が

ある。具体的な活動では主に対人サービス分野が

多く，社会的企業の果たす役割は包括的である。

この社会的企業が担っている分野の活動は，もと
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もとはコミュニティ・ビジネスと呼ばれていたも

のである。わが国では1990年代から登場したコ

ミュニティ・ビジネスがその影響を最も強く受け

ていると言えるだろう。

� 社会的企業の要素

ヨーロッパとアメリカでの社会的企業の生まれ

た背景や捉え方は異なる。それゆえ，社会的企業

の定義も微妙に異なっている。そこで，以下では

この点を具体的にみていく。

a 事業体

社会的企業というコンセプトは，アメリカの有

名大学が講義に取り入れたことによって広まり，

ヨーロッパにおいてもその影響を受けて，1990

年代中葉から普及した。しかし，わが国において

は，最近ではアメリカよりもイギリスの事例がよ

く紹介されている。そのイギリスを代表する社会

的企業の一つである，ソーシャル・エンタープラ

イズ・ロンドンによれば，社会的企業とは，民間

営利セクターの起業家的スキルと社会的経済全体

に結合されたビジネスと定義されている（20）。ま

た，原田・塚本（2006）によれば，「営利（市場）

的側面と非営利（公益）的側面を併せ持つハイブ

リッド組織」とされる（21）。

このように，社会的企業の定義は，区々で統一

的かつ明確なものは今のところ存在しない。その

ため，国や使う組織・人によってその理解に差が

ある。しかし，社会的企業の定義に関してEU15

カ国を詳細に調査分析した，ボルザガ／ドゥフル

ニ（2004）は，各国の社会的企業の定義に「共通

する基準」を試論的に定義することで，社会的企

業の性格をコンパクトにまとめている（22）。

共通基準の定義とは，「経済・企業家的な側面

に関わる四つの基準」と「起業組織の社会的側面

を把握する五つの基準」である。具体的には，表

1の通りである。この共通基準を基にヨーロッパ

における社会的企業を一言で表せば，社会性と企

業性を包摂する組織である（23）。この捉え方は原

田・塚本（2006）の考え方と一致する。つまり，

一方では，社会的課題に取り組みつつ，他方では，

その社会的使命の実現のために，企業的に事業活

動を行う組織＝事業体に力点が置かれた定義となっ

ている。ここでの社会性とは，単に社会的使命と

いった活動の目的に限定されるだけではなく，組

織の所有やソーシャル・キャピタルの形成といっ

た側面までも含まれている（24）。

b 起業家

ボルザガ／ドゥフルニの定義は，「事業体」に

着目している。これに対して，アメリカでは社会

的企業という事業体を作り動かす「起業家」に着

目している。社会イノベーションとの関係では，

事業や組織がそれをもたらすのではなく，それを

生み出すのは起業家であるという強い信念がある。

ディーズは， 社会起業家 （SocialEntrepre-

neurs）の特性について表2のように①～④を兼

ね備えた人と定義している（25）。

社会的ミッション以外は，ビジネス起業家と何

ら変わらない。つまり，「社会的であること」が

唯一の違いである。ただ，ビジネス起業家と社会

的起業家とで異なる点は，前者は市場経済を前提

としているのに対して，後者はそれを前提として

いない点である。

社会的企業は，企業＝株式会社＝営利目的の組

織と認識するところに誤解を生む余地があるが，

英語の Enterpriseは，営利・非営利を問わず

「事業体」の意味である。それゆえ，ヨーロッパ
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表1 ボルザガ／ドゥフルニの定義

A 経済・企業家的な側面

① 財・サービスの生産・供給の継続的活動

② 高度の自律性

③ 経済的リスクの高さ

④ 一定程度の有償労働

B 起業組織の社会的側面

① コミュニティへの貢献と言う明確な目的

② 市民グループが設立する組織

③ 資本所有に基づかない意思決定

④ 活動によって影響を受ける人々による参加

⑤ 利潤配分の制限

出所：ボルザガ／ドゥフルニ（2004）pp.27�29



では営利企業は社会的企業に含まれないのに対し

て，アメリカの場合には社会的使命を追求するこ

とに重点が置かれているならば，たとえそれが営

利目的の組織形態であっても社会的企業の範疇に

含まれている点が特徴である。

� 小 結

ヨーロッパとアメリカにおける社会的企業の主

な相違について整理すると，以下の通りである

（表3）。

第1に，ヨーロッパでは社会的課題に対処する

事業に焦点を当てているのに対し，アメリカでは

社会イノベーションに焦点が当てられている。社

会的公益を実現するために，アメリカの場合には

ヨーロッパよりむしろ，ビジネス手法を非営利部

門に持ち込むことが強調されている。第2に，ヨー

ロッパでは事業体に注目しているのに対して，ア

メリカでは起業家に着目している。社会イノベー

ションとの関わりでは，ヨーロッパでは事業を推

進する事業体（組織）が起すと捉えているのに対

して，アメリカでは起業家（人）がもたらすもの

と捉えている。第3に，社会的企業の組織形態で

は，ヨーロッパが協働事業と社会事業の中間に位

置する概念と位置づけられているため営利企業は

対象とされていないのに対して，アメリカではそ

もそも営利企業が初めから社会的企業の領域に組

み込まれており，政府と営利を追求する企業以外

は全て社会的企業と捉えている。第4に，社会的

企業の活動対象では，ヨーロッパが非営利活動で

あればそのすべてが対象であるが，その役割は限

定的であるのに対して，アメリカでは主として対

人サービスを対象としているが，関連する事業ま

でもが活動対象となりその役割は包括的である。

第5に，社会的企業の目的は，ヨーロッパが社会

的排除の克服であるのに対して，アメリカでは地

域の活性化である。第6に，社会的企業の定義上

の主要な要素では，ヨーロッパが社会性と事業性

であるのに対して，アメリカでは社会性と革新性

である。第7に，これらの背景にはヨーロッパが

社会的経済であり，アメリカが市場経済であるよ
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表2 ディーズの定義

① 社会的価値を創出し，維持すべきミッションを取り入れている

こと（個人的な価値ではないこと）

② ミッションに役立つ新しい機会を認識し絶えず追求すること

③ 継続的な改革，調整，学習の過程に自ら参加すること

④ 現在手持ちの資源に制約されることなく大胆に活動すること

⑤ 支持者に対する説明責任の意識が高いことや創出した成果を公

開すること

出所：Dees（1998）p.4

表3 ヨーロッパとアメリカの社会的企業の比較

ヨーロッパ アメリカ

強調点
事 業

（事業体）

社会イノベーション

（起業家）

組織形態 非営利 政府を除く組織

活動対象 全ての非営利活動 対人サービス

目 的 社会的包摂 地域活性化

定義要素 社会性，事業性 社会性，革新性

経済システム 社会的経済 市場経済

出所：筆者作成



うに，経済システムの相違がある。

経済システムに関連すれば，さらに次のような

点が指摘できる。ヨーロッパの社会的経済では，

国が富の再分配に重要な役割を担っており，市場

は規制的な政府の干渉によって条件づけられ，社

会的企業の役割は限定的となりやすい。これに対

して，アメリカの市場経済では，市場メカニズム

が社会的正義を果たすことが最良と考えられてい

るため，社会的起業家は生まれやすく，政府の管

轄しない分野において問題が発生しても，それを

解決する方法もまた市場経済のメカニズムが利用

されやすい。これら二つの経済システムの抱える

問題をそれぞれ要約すると，前者が規制によって

NPOの役割が限定的となりやすいこと，後者が

規制緩和や地方分権化によって企業や自治体に徹

底した自己責任が発生していることである。前者

は法律レベルの問題であり，後者のうち特に地方

分権は地域レベルの問題である。

3．わが国の社会的企業の動向と定義

� 社会的企業の動向

ヨーロッパやアメリカでの先行的な取り組みに

対して，わが国で社会的企業という言葉が使われ

始めたのは2000年以降である。ここではヨーロッ

パやアメリカの先行的な取り組みがどのような形

で受容されたかについて触れ，次いでその特徴を

述べていきたい。

わが国の場合，社会的企業が登場する前までは

コミュニティ・ビジネス（CommunityBusi-

ness；以下，CB）という言葉が主流であった。

わが国においてはヨーロッパの社会的排除や社会

的企業の台頭に影響を受けたというよりも，むし

ろアメリカの起業家精神に基づくCBや社会的企

業の考え方の影響を受け，地域の活性化に主眼が

置かれ浸透してきている点に特徴がある。そうし

た土壌の中で，社会的企業が台頭するきっかけは，

塚本（2008）によれば次の四つが指摘されてい

る（26）。

第1は，NPO法人制度の創設である。営利を

目的とせず，社会的課題をビジネス手法を使って

解決する，アメリカ型の新しいタイプの起業家の

台頭を受けて，その日本版の受け皿にNPOがな

り，社会的企業の考えが浸透してきているとみて

いる。

第2は，世界共通にみられるNPOの商業化で

ある。NPOにおいて収益事業のウェイトが増し

ていくことに伴い，事業性を重視した「事業型

NPO」が現れ，従来のNPOという捉え方よりも

むしろ社会的企業として捉える方が適切であると

いう認識に変化している。いわば，NPO観が見

直されてきている訳である。

第3は，地方分権化や民営化の進展である。自

治体の財政が逼迫している中で，地域の活性化や

再生を図る上で，住民自身に自立的に事業を進め

る中で地域問題に関わっていくことへの自治体側

の期待が高まっている。行政だけでなく，住民や

企業においても自立性が要請されている点を強調

し，地域のための事業を促進する政策が進められ

てきている。その一つの形が，アメリカから輸入

された従来のCBである。このCBを，新しい政

策として打ち出すために登場したコンセプトが，

社会的企業である。

第4は，協同組合やワーカーズコレクティブな

どの認識の変化である。ヨーロッパにおける社会

的企業の典型は協同組合であるが，これらに従事

する人々が自分たちの新しいアイデンティティと

して社会的企業を認識し出している。

塚本（2008）による指摘は的を射ているが，社

会的企業をCBの受け皿としてのみ機能させると，

それを地域で進めた場合，社会的使命を実現する

具体的なサービスは単なる商品化へと繋がってし

まう危険性を孕んでいる点に留意すべきだろう。

この四つ以外の重要な点を付加すると，企業の

社会的責任（CSR）の進展がある。アメリカ的

発想では，CSRと社会的企業との線引きが難し

いが，ともあれ，多くの企業は 2000年以降，

CSRに関心を寄せている。例えば，日本経済団

体連合会の調査（2010）によれば，社会的貢献活

動に対する1社平均支出額は2006年度以降，4

億円を維持し，取り組み分野が広がってきてい

る（27）。企業自体，「良き企業市民」という新たな
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企業観への変革を迫られる中で，社会的企業に関

心が高まっていると言えるだろう。

� 社会的企業の定義

諸外国と同様にわが国においても，社会的企業

に関する一律の定義は存在しない。しかしながら

わが国の場合，アメリカ型の考えと実践が先行し，

後からヨーロッパ型の考えと実践が伴奏し，現在

ではいわば両者の中間的な位置ないし融合された

状態に置かれているものと考えられる（図1）。

社会的企業をソーシャル・ビジネス（SB）と置

き換えているものの，この点をよく現しているの

が，経済産業省（2008）によるソーシャル・ビジ

ネスの定義である。すなわち，SBとは，社会的

課題の解決に取り組むことを事業活動のミッショ

ンとする社会性と，民間企業のように収益を上げ，

継続的に事業を行う事業性，新しいサービスとそ

れを提供するための仕組みを開発し，新しい社会

的価値を創出するという革新性を兼ね備えた事業

者とされている（28）。表4に示す通り，活動を中

心にみて①社会性，②事業性，③革新性の要件を

満たす主体をSBとして捉え，その組織形態には，

株式会社，NPO法人，中間法人など多様な形を

想定している（29）。
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図1 ソーシャル・ビジネスの位置

出所：経済産業省（2008）p.3

事業性

高

低

低 高

SB

社
会
性

一般企業 社会志向
型企業

中間

組織 事業型NPO

慈善型NPO

表4 経済産業省のSBの定義

① 社会性

現在解決が求められる社会的課題に取り組むことを事業活動の

ミッションとすること。

※解決すべき社会的課題の内容により，活動範囲に地域性が

生じる場合もあるが，地域性の有無はソーシャル・ビジネ

スの基準には含めない。

② 事業性

①のミッションをビジネスの形に表し，継続的に事業活動を進

めていくこと。

③ 革新性

新しい社会的商品・サービスや，それを提供するための仕組み

を開発したり，活用したりすること。また，その活動が社会に広

がることを通して，新しい社会的価値を創出すること。

出所：経済産業省（2008）p.3



経済産業省の定義は，実態を反映して社会性，

事業性，革新性のすべてを要件としている。その

理由として，第1に，先行的なCBの登場という

歴史的な流れが挙げられる。つまり，社会的企業

が取り沙汰される以前から，CBが地域活性化を

目的に実践的に取り組まれてきている。第2に，

そこに地方分権や規制緩和の進展に伴い社会的排

除の問題が浮上することで，両者が重ね合わされ

たものと考えることができる。換言すれば，ヨー

ロッパとアメリカ両方の矛盾が併存しているとい

う点である。例えば，ヨーロッパと同じく，わが

国でも規制が強いものの，税負担が低いことから

富の再分配機能が不十分となりがちで，しかもそ

こに財政の逼迫が加わり，老人ホームや保育所で

は待機者（需要過剰）の増加を招来している。一

方，小泉政権以来，規制緩和や市場の自由化によっ

て地域及び個人の格差が拡大すると同時に，寄付

文化が浸透していないことによってNPOが十分

なセイフティーネットとして機能していない。結

果的に，医療や介護，子育て，年金，非正規雇用，

不登校，いじめなどの問題が深刻化し，規制緩和

によって市場から排除されるケースが拡大してい

る。このように，欧米の融合状況は，現実的には

両者の抱える問題を同時に惹起させることに繋がっ

ている（30）。それゆえ，両者の良い点を生かす形

で社会的排除を生む構造を国レベルと地域レベル

の両方で解消させていくことが，いま要請されて

いると言えるだろう。

� CBとSBの関係

社会的課題を解決すべく登場したコンセプトに

は，社会的企業だけではなく，古くはCBが挙げ

られる。そこで，このCBとSBの関係について

整理する。

風見・山口（2009）によれば，明確に定義が固

まっている訳ではないが，CBも社会的課題をビ

ジネス手法を通じて解決する事業体であると位置

づけており，ほぼ社会性，事業性，革新性を備え

た事業体である SBに近いという（31）。CBと SB

の違いは，CBにコミュニティという言葉がつい

ているように，コミュニティに密着した社会貢献

的な活動を事業化する取り組みであり，自らの手

で地域社会を良くしたいという「地域変革の志」

がビジネスの原点となっていることである（32）。

「地域変革の志」の基本条件は，市民主体，地域

密着，地域貢献の三つである。つまり，地域の住

民が主体となり，地域の資源を活用しながら，地

域の課題をビジネス手法で解決し，その活動で得

た利益を地域還元することにより，地域の活力や

雇用を生み出す地域再生型のビジネスモデルとい

うことができる。CBの具体的な組織形態は，経

済産業省の解釈と同じく市民，市民団体，個人事

業者，有限会社，NPO法人，協同組合など多様

であるが，いずれも「地域発の事業体」である。

経済産業省の整理に従えば，CBとSBの関係

は図 2の通りである（33）。両者は共に社会的課題
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図2 コミュニティ・ビジネスとソーシャル・ビジネスの関係

出所：経済産業省（2008）p.4
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の解決を使命としている点でも同じである。また，

いずれも社会的な課題をビジネス手法を通じて解

決する活動である点でも共通する。つまり，程度

の濃淡は異なるものの，両者は社会性，事業性，

革新性を要する事業体である。しかしながら，

CBの中にはやや事業性や革新性の低いボランティ

ア的展開をしている事業や，社会性や革新性の低

い地域での小さな事業活動も含まれている。また，

CBについては，活動領域や解決すべき社会的課

題について一定の地理的範囲が存在するが，SB

については，こうした制約が存在しないという点

に若干の相違がみられる（34）。

以上のような，社会性，事業性，革新性を要素

とする社会的企業について，次に具体的な事例を

分析することとする。

4．社会的企業の事例分析

� 新狭山ハイツの自治活動

埼玉県狭山市堀兼地区にある新狭山ハイツは，

約700世帯，人口約1,500人の比較的大きな分譲

集合住宅である。都心から1時間に位置する約

40年の歴史を持つコミュニティである。同ハイ

ツには，73年～74年に分譲されて以来，ハイツ

自治会，管理組合など21にも及ぶ自主組織・団

体がある。これを設立年代別にみると，1973～82

年には自治会，子供育成会，寿会，緑化推進本部，

あおやぎ文庫を順次設立している。83年～92年

には管理組合，秩父荒川交流実行委員会，手作り

工作隊（まるた小屋），文化サロンまるたの会，

花水木会，93年～2002年には自衛防災隊，楽農

クラブ，生ごみリサイクルを進める会，福祉の会・

風見どり，わくわく自然園を守り育てる会，03

年にはNPO法人じおす，アルミ缶リサイクルの

会，たすけあいの輪，青空サロン，たまごルーム

が設立されている。一つのコミュニティの中でこ

れほどの自主組織・団体を設けているのは稀なケー

スであろう。これら自主組織・団体の大半がいず

れかと連携していることで，コミュニティぐるみ

で活発かつ多彩なコミュニティ活動が展開されて

いるように映る（35）。

主な活動としては，ハイツ・コミュニティの緑

化活動，地域文庫活動，秩父の荒川村（現在秩父

市）との交流，文庫の家兼ミニ集会所（まるた小

屋）の自力建設・運営，古紙・古着・アルミ缶な

どのリサイクル活動，生ごみリサイクルの推進，

わくわく自然園（ビオトープ）の自力建設・維持

管理，一人暮らしの高齢者の会食会やたまり場づ

くり，有償福祉サービス・たすけあいの輪などの

高齢者自立支援活動などがある（36）。趣味のサー

クルというよりも，大半が居住者のための公共性

の強い事業である。

こうした自治活動が成立する背景には，ハイツ

自治会の役員経験と深い近所づきあいがあり，そ

れによって居住者間の信頼（ソーシャル・キャピ

タル）が高まり，前向きな活動に対する受け入れ

が寛容な雰囲気を醸し出している点にある（37）。

また，ハイツは，いわゆる団地であるため，一般

の町内会・自治会と比べて面的に区域が特定しや

すく，領域が狭域である。当然，居住形態や入居

時期もほとんど同じであるため，既存のコミュニ

ティよりも一体性を維持しやすい。建物や共有地

という守るべき共同資産も存在する。さらに，ハ

イツ特有のこととして，入居開始当初から保育園

の待機児童の発生，建物管理に対する管理会社の

不誠実な対応など，ハイツ全体に関わる問題が発

生とその対応という共通体験を持っている。そう

した問題への直面と解決活動の過程で交流が深ま

ることで，居住者間の信頼が一気に向上し，ハイ

ツ・コミュニティの一体性も高まったと言えるだ

ろう（38）。

ハイツに限らず地域社会は，進展する少子高齢

化への対応，循環型社会の推進，コミュニティの

再生，定住の促進など，さまざまな課題を抱えて

いる。これらの地域課題に対応していく方途の一

つとして，ハイツでは狭山市及びその周辺地域に

おける行政，関係団体やグループなどとの緩やか

な連携と協働（多くが業務委託契約）が個別組織・

団体単位で進められている。それを取りまとめ効

果的に推進するための母体として，「特定非営利

活動法人グリーンオフィスさやま（NPOじおす）」

が03年4月に設立されたのである。
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設立の発端は，01年4月，27年間にわたり環

境保全活動を担い，かつコミュニティ活動の中核

をも担ってきたハイツ緑化推進本部（39）からの提

案だった。その目的は，効果的なコミュニティ活

動の確保である。具体的には，既存の自主組織・

団体の活動の維持・継続の確保にとどまらず，居

住する高齢者パワーの活用，超高齢化への対応，

人的ネットワークを生かしたハイツの活性化，外

部との交流の促進等，従来はハイツ自治会やその

他の住民組織が対応してきたことを総合的に取り

組むことが想定されていたのである。

その後，NPO設立のための検討会が設置され，

法人設立に向けての調査研究が進められた。そし

て，2002年4月に設立準備会を設置して法人設

立に向けての作業に着手し，9月～11月の間に会

員募集が行われた。11月には設立総会が開催・

承認され，02年12月18日に認証申請，3月31

日に認証書が交付され，4月4日に設立登記され，

現在に至っている。何かを始める際は，必ず自主

的参加者を中心とするプロジェクト・チームが編

成され，勉強会や学習会，調査が行われるが，こ

の方法はハイツの伝統となっている。

NPOじおすは，上述のさまざまな活動を通し

て長年培われてきたコミュニティ・マネジメント

力を活かしつつ，・安心して楽しく住み続けられ

る街・コミュニティづくり・を目指し（40），公益的

な事業に積極的に取り組み，コミュニティを革新

する推進母体として位置づけられている。

以上の通り，NPOじおすは，主にハイツ内の

問題を解決するために設立されたものであり，社

会性，事業性，革新性の3要件を備えたハイブリッ

ド型の社会的企業と言えるだろう。この点につい

ては，次に組織の内容や活動等をみると，さらに

理解できるだろう。

� NPOじおすの概要と実態

NPOじおすの組織は，全体を取りまとめる事

務局の他，実質的な活動を担当する，ハイツ内に

ある既存の各種の自主組織・団体で構成されてい

る（表5）。事務局には専従の職員は置かれてお

らず，実際の事務を担当するのは数人であり，理

事等の役員が交代で行っている。その報酬は謝礼

程度である。理事会構成は理事長兼事務局長，副

理事長，理事9名，監事2名の計 13名である。

現在，正会員45名，賛助会員48名，法人会員5

社となっている（41）。正会員のほとんどはかつて

自治会役員の経験者か，あるいはハイツ内の自主

組織・団体での活動経験者で占められている。こ

の点では，NPOじおすは過去の自治活動で得た

知見や技術を引き受ける受け皿となっている。

組織の目標は，①環境に配慮した環境保全型コ

ミュニティづくり，②生活者にやさしい福祉型コ

ミュニティづくり，③遊び心でふれあいを育む育

縁型コミュニティづくり，④安心して住める定住

型コミュニティづくり，である（42）。これらを実

現するための活動として，環境保全事業支援事業，

福祉活動支援事業，地域活性化支援事業，情報化

支援事業，住宅管理支援事業の5事業がある。こ

れらの事業は，先述の通り，ハイツ・コミュニティ

が取り組んできた活動を包括するようになってい

る。すべての事業が居住者自身の発案によって生

まれ，その趣旨に賛同した人々が集まって運営組

織を立ち上げ，事業が運営されてきたものばかり

である。その際，各組織で主導的な立場に立つ人

は，各活動の運営に関連し，かつて似たようなこ

とを企業で経験した者か，現役の者である。その

ため，ビジネス手法が自治活動においても直接活

かされている。これらの点からすると，革新性を

生みやすい環境にあると言えるだろう（43）。

運営資金は，寄付及び会費以外に主に管理組合，

自治会，行政，民間から委託や補助という形で調

達している。財政的にみれば（表6），NPOとし

ては比較的大きな財政規模を持つ組織である（44）。

設立以降，ほぼ同じ財政規模で推移している。

表6，図 3でわかる通り，NPOじおすにはむ

ろん独自の収入もあるが，ハイツのさまざまな組

織・団体から資金を調達している一方，他の組織・

団体へも支出している。つまり，ハイツ及びその

周辺の他の団体を含め，団体間で小さなお金をや

りくりし，地域内で循環させている訳である。こ

の「地域でお金を賢く循環」させている点が，い

わば「とんとん経営」という一つのコミュニティ・
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ビジネス・モデルであり，これが事業性をよく現

していると言えるだろう。

この仕組みは，予め設計されていた訳ではなく，

組織・団体間で話し合いの中から生まれてものだ

という（45）。話し合いを通して団体間で相互に活

動への理解を深め，互助し合っていることに加え

て，住民から出ているお金が有効に使われている

限り由という共通認識も生まれている（46）。NPO

じおすはハイツ以外にも開かれた社会的事業を担っ

ており，それがネットワークをさらに拡大してい

る。NPOじおすは，それ自体が社会的企業であ

ることはもちろん，関連する組織・団体を包むネッ

トワークによる全体システムを社会的事業体と捉

えることもできる。

このように，NPOじおすは，事業ないし事業

体に力点が置かれ，その目的は社会的包摂と地域

活性化の両方であるが，主に社会的包摂に重点が

置かれており，役割の面では包括的となっている。

一般には，社会的企業の役割は限定的な傾向が強

いが，NPOじおすの場合には包括的な役割を担

うところが特徴と言えるだろう。それは，ハイツ

自治会の補完に限らず，管理組合，ハイツ内の住

民組織を巻き込んだハイツ・コミュニティ全体の

部分機能を総合的に担ってことによる。また，業

務委託を通してNPOじおすと連携する自治会や

管理組合は意思決定機関で，NPOじおすが実施
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表5 NPOの組織と活動

事 業 担い手 事業内容 主な資金

全 体

・事務局 ・全体管理 ・会費

・運営協力金

・寄付

環境保全支

援事業

・緑化推進本部

・生ごみリサイクルを進める会

・楽農クラブ

・わくわく自然園を守り育てる会

・アルミ缶リサイクルの会ほか

・緑を育てる活動（毎月2回，

秋・冬・春は週2回の植栽管

理）

・緑を増やす，繕う，誂える活

動

・管理組合からの委託金

・自治会からの補助金

・市からの委託費

・売上金

・謝礼

福祉活動支

援事業

・たすけあいの輪 ・高齢者の自立支援（庭の草む

しり・清掃，粗大ごみ出しな

ど，比較的簡易なサービス）

・子育て援助に関わる活動

・謝礼

地域活性化

支援事業

・楽農クラブ

・わくわく自然園を守り育てる会

・手作り工房

・おはなし・てづくりの会ほか

・共同農場の運営

・炭窯（伏せ式炭焼き用）とド

ラム缶窯（2基）の管理

・参加費

・使用料

・管理組合からの委託金

・謝礼

情報化支援

事業

・情報工房

・印刷工房

・映像・音響工房

・パソコン教室

・はいつニュースの印刷

・ケーブルテレビの収録・編集

・参加費

・自治会からの委託金

・管理組合からの委託金

住宅管理支

援事業

・事務局 ・理事会運営支援（関連法改正

への対応，管理会社との関係，

修繕積立金の値上げや滞納へ

の対応，中・大規模修繕への

対応，長期修繕計画への対応，

住民のトラブルなど

・各種セミナー企画・運営

・行政，各種団体からの謝礼

出所：NPOじおすホームページを基に作成



機関，NPOじおすから助成を受ける他の組織・

団体が実施機関で，NPOじおすが意思決定機関

という二元構造が入れ子構造となっていることも

特徴と言えるだろう。いずれの二元構造において
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図3 組織とカネのネットワーク

出所：NPOじおすの資料を基に作成

助成（緑化など）

補助・委託

自治会

（自治会費）

管理組合

管 理 費・

修繕積立金

寿会・子供育成会・あおやぎ文庫・風

見どり・秩父荒川交流実行委員会・わ

くわくし延々を守る会

民間・行政

助成（寿会） 助成（文庫）

助成（寿会）

助成

助成（広報・防災など）

業務委託
（緑化・小修繕・印刷等）

業務委託（広報・印刷）

業務委託（生ごみ）

狭山市

NPOグリーンオフィスさやま

・ ・

表6 2011年度収支（2011年4月1日～2012年3月31日）

項 目 収入（円） 項 目 支出（円）

1 会 費 収 入 184,000 1 事 業 費（＊1） 9,061,267

2 事 業 収 入（＊1） 11,679,721 環境保全支援事業 6,079,615

環境保全支援事業 8,258,536 地域活性化支援事業 1,179,037

地域活性化支援事業 1,320,432 情報化支援事業 1,492,165

情報化支援事業 1,645,750 福祉活動支援事業 112,925

福祉活動支援事業 132,503 住宅管理支援 73,250

住宅管理支援事業 322,500 2 管 理 費 864,403

3 寄付金等収入（＊2） 426,745 3 特 別 事 業（＊2） 279,915

当 期 収 入 合 計（A） 12,290,466 当 期 支 出 合 計（C） 10,205,585

前期繰越収支差額 1,300,553 当 期 収 支 差 額（A－C） 2,084,881

収 入 合 計（B） 13,591,019 次期繰越収支差額（B－C） 3,385,434

注1：会費：正会員（3,000円），賛助会員（1,000円），法人会員（10,000円）

注2：管理費は会費，運営協力金（各事業から事業費の5～10％）

注3：NPOの代表及び副代表は給与ではなく，報酬のみ。

注4：＊1の環境保全事業（緑化本部，わくわく自然塩，生ごみリサイクル，アルミ缶リサイクル，その他），地域活性化支援

事業（楽農クラブ，手作り工房，おはなし・てづくり・ねっと，その他），情報化支援事業（印刷工房，情報工房，映像

工房），福祉活動支援事業（たすけあいの輪，その他），住宅管理支援事業（マンション管理組合への支援，その他）

＊2は，埼玉県地域課題解決型共同事業にかかる収入・支出を含む。

出所：NPOじおすホームページを基に一部修正して作成



も，対等平等関係である。その関係を維持してい

るのが，一人が複数の自主組織・団体に参加し関

わり（いわば，たすき掛け参加）を持っているこ

とと専門的な役割分担を尊重する姿勢である。

� 社会的企業の効用

a 理論上の効用

社会的企業や社会的事業が公共政策において行

政側だけではなく，住民側にとっても重要な政策

主体や政策領域であることに異論はないだろう。

そこで，2及び3で検討した理論的な点から導出

される効用についてまず触れたい。

社会的企業に関する理論的な整理からは，つま

り，社会的企業そのものの特質から導出される，

次の3点を効用として挙げることができるだろう。

第1に，社会的企業の存在は，社会的公益＝公

共性の実現を目的としている点で，地域社会にとっ

て重要な存在である。社会的企業は，私益でも公

益でも，さらには共益でもない「社会益」を実現

させようとする事業体である（47）。広く「世のた

め，人のため」や「世の中に必要なこと」という

意味を，「社会益」と表現することができる。そ

の本質は，地域社会にとって多様な協働関係を育

み関連付け，構造化していく実践にあると考えら

れる。つまり，行政との協働関係だけではなく他

の事業体との協働関係を創造することが，「ハイ

ブリッド」としての社会的企業を実現するための

基本的な実践となる。社会的企業は，営利と非営

利を併せ持つ組織としてのハイブリッドに加えて，

協働関係としてのハイブリッドの二つが，地域社

会においての有意性を高める。このように考える

ならば，社会的企業は市民的公共性を発展させ，

地域の「公共圏」を担う重要な存在なのである。

自治体との協働に関しては，行政側とNPOな

どの社会的企業側にそれぞれ留意すべき点として

三つずつ指摘できる。行政側においては，①資金

提供に関して，補助金よりも委託を優先し，管理

費や間接費の詳細を追求しないこと，複数年契約

や前払い，リスクの分担の引き受け，アウトカム

の合意，補助金の場合には合理的な間接費の確保

を図ることである。②協議の徹底である。相手を

尊重し，政策提言の機会を保障し，意思決定が必

要な場合には最低でも3か月前からの協議とする

ことの徹底である。③監視や監査の過程を統合す

ると共に，申請・資格・監視・報告・監査の事務

に余分な負担をかけない工夫が必要である。

これに対して，社会的企業側においては，①契

約に関して，コストを理解し，適切なフルコスト・

リカバリー（委託における経費全額保障）を加味

した申請をすること，委託契約の中でアウトカム

を明示することである。②説明責任に関しては，

オープンでアカンウタビリティの高い組織として

活動すること，確実な監視と評価，財政的な管理

システム，資金提供者に対する適切な情報提供が

重要である。③ボランティアの管理と採用におい

て，訓練とそのための支援を確保すること，多様

性を受け入れ，コミュニティの融和を改善するた

めに行動し，不平等を軽減することが求められる。

第2に，社会的企業は，地域社会の問題の解決

を使命とし，その解決に当たり，革新的で力動的

な解決方策を見つけ，持続的発展の一環としての

「社会的結合」（SocialCohesion）を向上させる

ような経済的発展に貢献する潜在的諸能力がある

ことである（48）。社会的企業の台頭は，地域づく

りという公共政策の重要な担い手であることを多

くの人々に認識させた点でも意義深い。ビジネス

手法の導入による問題解決において一定の実績を

示していることはむろんのこと，行政の地域づく

りのパートナーとしても重要な地位を占めている

ことからも理解できよう。

第 3に，社会的企業としての NPO＝事業型

NPOを今後の NPO戦略と位置づけることがで

きるだろう。NPOは寄付などの資金がなければ

組織を維持できないが，社会的企業は自ら必要と

なる資金を生み出せる点においてNPOとの違い

がある。NPOにはアマチュア主義，サービスの

偏在，温情主義といった逆機能もよく指摘されて

いる。NPOが真に社会的ミッションを持ち，そ

れを確実に実現していくためには，ある一定の効

率性の担保，すなわちビジネス手法の導入が必要

であろう。その点では，福祉分野においての事業

型 NPOの増加傾向は，NPOの社会的企業化を
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示す好例と言えるだろう。

b 事例分析から導出される効用

ハイツの事例分析から導出される現実的な効用

としては，次の3点を挙げることができる。

第1に，ハイツ自治会とNPOじおすとの連携

においては，前者の組織的特性として構成員が世

帯単位で閉鎖性が強いのに対して，後者は志を同

じくする者の参加が自由で開放性が強いことから，

後者の特性を生かして閉鎖的な自治会への参加を

促す可能性が高い。両者の連携は社会参加を拡大

させ，コミュニティのソーシャル・キャピタル

（特に，信頼）を底上げすることに繋がる（49）。こ

の信頼が高けば高いほど，共助のための自主組織

が生まれやすい（50）。

第2に，NPOじおすをはじめハイツ内の自主

組織・団体との多様な連携は，その地域のお金を

その地域内の人々を参加させることによって地域

内で循環させる，「とんとん経営」的なコミュニ

ティ・ビジネス・モデルをもたらす可能性を高め

る。NPOじおすは，住民が主体となり，地域の

資源を活用しながら，地域課題をビジネス手法で

解決する仕組みであり，その活動で得た利益を地

域還元することにより，地域の活力や雇用を生み

出す地域再生型ビジネスを実現するための推進力

でもある。つまり，NPOじおすのネットワーク

は「地域発の問題解決とビジネスの事業体」に他

ならない。むろん，参加する人々は，自らの手で

地域社会を良くしたいという「地域変革の志」が

前提となっている。

第3に，自治会と社会的企業との連携という仕

組みは，団地やマンション等の集合住宅において

導入の可能性が高いだろう。また，戸建て中心の

コミュニティにおいても，町内会・自治会等の既

存組織を支援するものとして導入することが可能

であろう。後者の場合，まず社会的企業を次のよ

うな視点から捉え直すべきであろう。まず，社会

的結合＝社会の繋がりを求める点から，社会的企

業を捉え直さなければならない。例えば，NPO

じおすのように，既存組織との緩やかな連携がと

れれば，自ずから地元住民を巻き込むことになり，

繋がりをそこから広げることが可能となるだろう。

次に，社会的企業を新規に立ち上げる場合であれ，

既存のNPOなりを再編・活用する場合であれ，

一つの組織でミッションを果たすのではなく，そ

のコミュニティ内の既存の組織・団体や行政との

ネットワークによる解決が効果的である。同じコ

ミュニティという「場の共同性」（51）は，相互信頼

を高め活動や持続可能性を確かなものにすると同

時に，組織やその活動に深いコミットメントを確

保するからである。最後に，社会的企業の財政的

自立を過度に求めず，高齢者等の生きがいづくり

や社会的雇用に着目する必要があろう。NPOじ

おすでも，事業費を各連携組織で分散して処理す

るために回し，それら組織を含めスタッフはほと

んど謝礼程度であり，決して余裕がある訳ではな

い。経営的には，要は「とんとん」で由とするこ

とも肝要であろう（52）。

5．柔らかなコミュニティ政府の形成

� 分権化と近隣自治

ハイツ・コミュニティにおける社会的企業とし

てのNPOじおすは，ハイツ内の自治会を始め多

くの自主組織・団体とネットワークされた，コミュ

ニティ自治の中核的組織である。それは居住者の

参加による市民的公共性の創造と，それを実現す

る手段として居住者自らが作り上げた事業型

NPOであり，問題解決の仕組みである。これは

ハイツ・コミュニティという「狭域の領域」のう

ちに居住者の自発的な参加に基づき組織化された

「市民の力の結晶」である。その誕生の背景には，

ソーシャル・キャピタルの一つである信頼の高さ

がうかがえる。その点では，生活に密着した領域

において何らかの信頼性を高める工夫を施せば，

他の狭域領域のコミュニティにおいてもハイツと

同様な仕組みを作り上げることは可能であろう。

ここでの狭域なコミュニティとは，参加の持続

性を考慮すれば一つの町内会・自治会の領域であ

る。隣人が定期的に無理なく顔を合わせることが

できる近隣（neighborhood）の範囲である。そ

うした狭域なコミュニティが，人々の共通の課題
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に関する討議と共同の意思形成を図る空間あるい

は場として相応しいこと，いわゆる近隣自治の一

つの姿をハイツの事例は証明している（53）。

近隣自治の重要性は分権化の進展に伴い一層増

すことになる。分権化は自治体と住民に対するエ

ンパワーメントだからである。自治体と住民はエ

ンパワーメントされた分だけ，自己決定と自己責

任が拡大するため，地域の実情に応じて主体的な

選択と独自の仕組みを下に問題の共同解決・処理

を行うことが可能となる。それゆえ，分権化の進

展は自治体だけではなく，住民やコミュニティの

自律性を要請する。その証左として今日，近隣自

治の重要性が叫ばれている訳である。

� 近隣自治と近隣政府

近隣自治に関して，日本都市センター（2002）

が，自治的コミュニティ形成の動きと都市内分権

の潮流とを繋げるものとして近隣政府（neigh-

borhoodgovernment）を提唱している（54）。近

隣政府モデルには二つある（55）。一つは当該の自

治体に組み込まれる機関型であり，これはさらに，

当該地区の行政活動に対して答申・勧告を行う近

隣審議会型と，それに議決権を持たせた近隣委員

会型がある。もう一つは法人型で，これはさらに

当該自治体の下に完全な自治権を持つ自治体型と

法人格があるが給付行政のみを担う準自治体型と

がある。これらのうち，合併後の近隣自治を補完

あるいは充実するための仕組みとして，近隣審議

会をモデルとする地域自治区が2004年の地方自

治法等の改正によって制度化されている（56）。地

域自治区には，議会的な役割を果たす地域協議会

と行政の役割を担う区事務所が置かれ，区内での

協働の要と位置づけられている。

しかし，地域自治区は，自治体の行政組織の一

部でもある。また，区域の設定は当該自治体が自

由にできるが，現実には一つの町内会・自治会と

いうよりも複数の町内会・自治会をひとまとまり

として設定するケースが多い。合併をした自治体

の場合には，旧自治体の単位を一つの区としてい

る。そのため，一つの区の領域は広く，隣人が定

期的に無理なく顔を合わせることもかなわず，実

際には地域の人々のコミットメントは深まらない

のが実態と言えるだろう。

地域自治区の制度化をみればわかる通り，近隣

政府の形態はあくまでも伝統的な政府をモデルと

している。伝統的政府は官僚制，法権力，平等，

再配分，公益，公助を基本原理としている（57）。

そして，伝統的政府には包括的な役割を果たすこ

とが期待され，その特性として，行政組織の一部

としての機関化や法人格を必要とすること，活動

に柔軟性が欠けることが挙げられる。このような

原理・特性を持つ政府を「硬い政府」と位置づけ

ることができる。

� 柔らかなコミュニティ政府

硬い政府の形成には常に厳格な要件が求められ

ること，加えて近隣を越えた一定規模の広さの領

域が必要となることは必定である。むろん，地域

の実情が許せば導入可能なところもあるだろう。

この点からすると，近隣政府として硬い政府も一

つの選択肢であるが，自由に集まり自主的かつ主

体的に行う住民の自治活動を自治の根本とすれば，

住民のより主体的な選択と独自の取り組みを許容

する方向で政府設計をしなければならない。ハイ

ツのように準公共団体である町内会・自治会と社

会的企業ないしはNPO等との連携・協働は，政

府としての一つのモデルと言えるだろう。

つまり，コミュニティは，共同性をその概念の

中に内包し，加えてその共同性の中から公共性を

導き出すことができる。また，準公共団体として

の町内会・自治会と社会的企業との連携ともなれ

ば，公共性の色彩は強まる。さらに，公共サービ

スの供給を広く「行政」と捉えることも可能であ

る（58）。このような点を前提とすれば，コミュニ

ティの問題解決のためのネットワークを政府と捉

えても的外れではないだろう。

そこで，本稿では，狭域領域において近隣自治

を推進するための町内会・自治会と社会的企業な

いしはNPO等とのネットワークを，「柔らかな

コミュニティ政府」と位置づける。町内会・自治

会はいずれのコミュニティでも存在するもので，

その他にもコミュニティには多様な自主組織が存
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在する。それゆえ，コミュニティの公共的問題を

解決する場合，自由にネットワークを形成するこ

とが可能であるため，柔らかなコミュニティ政府

を導入する可能性は高いと言えるだろう。

柔らかなコミュニティ政府は，アソシエーショ

ン，対話，対等，互酬，共益，共助が基本原理で

ある（59）。コミュニティの公共的問題を対象とす

るものの，自治的活動においては不可逆性の高い

事柄や，大規模な工事，権力的作用を伴う事業を

除き，どこの地域でも行える給付サービスや小規

模な事業が望ましい。硬い政府が包括的な役割で

あるのに対して，柔らかなコミュニティ政府は機

能的な役割を担うことが期待されている。つまり，

コミュニティの公共的問題の解決に際して，地域

自治区のように行政組織の一部であるよりは，ハ

イツのように必要に応じて自由に集まり自主的か

つ主体的に組織的に住民自治活動を行うことの方

が，個別ニーズへの特化，イノベーションの促進，

スピードと柔軟性の発揮といった点でビジネス手

法（地域の人々の力）の発揮が期待できるからで

ある。

柔らかなコミュニティ政府の形成の条件には，

事例分析から導出された次の諸点が求められるだ

ろう。

・コミュニティ活動に参加する人に地域変革の

志がある

・自主組織・団体の存在

・自主組織・団体へのたすき掛けの参加

・自主組織や行政との多様なネットワークの形

成

・二元構造のネットワーク

・ネットワーク全体での「とんとん経営」

・共有資産の活用

・具体的で身近なテーマでの取り組み

・ネットワークの要としての社会的企業の導入

上記の条件の中でも，柔らかなコミュニティ政

府には，中核的な組織として社会的企業を位置づ

け，事務局機能を持たせることが重要であり，そ

れが活動の成果を規定するものと考えられる。

今日，近隣自治の充実が要請されているが，実

際には具体的な取り組みは少ない。本稿では，コ

ミュニティにおける社会的企業とその他の地域の

住民組織とのネットワークが，コミュニティの問

題解決にとって有効であることを明らかにした。

加えて，社会的企業と住民組織のネットワークに

よる ・柔らかなコミュニティ政府・を構想する上

での条件も明らかにした。柔らかなネットワーク

による政府形態をコミュニティで形成することは，

手の届く範囲での自治の実践であり，分権の内実

を豊かにするはずである。
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�Summary�

TheConstructionof・theSoftCommunityGovernment・:

CooperationofaResidentAutonomyOrganizationandtheSocialEnterprise

SAITOTomoyuki

Althoughprogressofdecentralizationreform isexpectedsubstantialneighborhoodself-

government,therearefewactualcaseinafact.Therefore,inthispaper,proposeapolicyto

improveneighborhoodself-government.Specifically,clarifytwoofthenexttomakeaconcrete

proposal.

First,asocialenterpriseinthecommunityandthenetworkwiththeinhabitantsorganiza-

tionsmakeclearthatitiseffectiveforasolutiontotheproblemofthecommunity.Thesecond

istoclarifyconditionsonbuilding・thesoftcommunitygovernment・withthenetworkofsocial

enterpriseandtheinhabitantsorganizations.Basicprinciplesof・thesoftcommunitygovern-

ment・arediscussion,reciprocity,andcommonprofit.Inaddition,thecharacteristicsof・thesoft

communitygovernment・arenothavingjuridicalpersonalitysystematically,government・sbeing

formedinafreenetwork,andnotcarryingoutpoweractivities.

Keywords:socialenterprise,decentralization,inhabitantorganization,communitygovernment


